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#17-08 

【４月１６日～３０日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２９年５月２日 

在モルドバ大使館 
 

【主な出来事】 

●１８日，ドドン大統領は，選挙制度改革に関し，比例・小選挙区並立制の導入を提案。 

●２１日，大雪のため，ドドン大統領は非常事態宣言を発令。 

 

１．内政 

▼１８日，ドドン大統領は並立制の導入を提案。 

・比例制５１議席，小選挙区制５０議席（モルドバ本土２５議席，

トランスニストリア及び在外２５議席）の並立制とするもの。 

・足切りラインは一党なら６％，２党ブロックなら９％，３党以

上のブロックなら１１％。比例リストは最低３０～最大５５名。 

・小選挙区は決選投票なしで，最大得票者が当選。各党は

各小選挙区に１名の候補を立てることができ，候補者登録に

は６００～１，０００件の署名が必要。 

・同一人が比例及び小選挙区の双方の候補者となることは

可能だが，双方に当選した場合は小選挙区が優先。 

・在外有権者の投票期間は２日で，在外投票所の設置数は

各国に於ける公式滞在者数に基づいて決定。学生は就学

地での投票が可能。 

・１９日，社会党は大統領提案を議会に緊急登録。同日，プ

ラホトニュク民主党党首は，民主党による小選挙区制提案の

撤回を拒否。また２０日，ＰＡＳは同党の選挙改正案を提案。 

▼２７日，キリンチュク運輸相（自由党）の拘束。 

・汚職容疑によるもの。 

大統領 

▼２１日，大統領はモルドバ非常事態宣言を発令。 

・２０～２１日の大雪と樹木の倒壊により，多くの地域で交通

網の断絶と停電が発生。キシニョフ市内の積雪は約５０ｃｍ。 

・２６日，ウクライナは復興支援として７２０万レイを拠出。 

政 府 

▼２６日，政府は現業分野での最低賃金を引き上げ。 

・５月１日より１３．３％引き上げ，月額２，３８０レイに。 

議 会 

▼２１日，ギレツキ欧州人民グループ代表発言。 

・同グループは与党連合の一員であり，欧州統合に関して

フィリプ内閣を支持していると述べた。 

▼２６日，法務委員会は議員特権廃止に係る憲法改

正法案を承認。 

・同法案は再度憲法裁判所の審議にかけられる。 

▼２８日，議会は戦勝記念日と欧州の日の双方の祝

賀行事を５月９日に実施する法案を採択。 

・ドドン大統領は右に反発。 

▼２８日，パリホーヴィチ議員（議会副議長。自由民主

党）は，議員辞職を表明。 

・同議員は日・モルドバ友好議員グループの代表も務めて

いた。 

・同議員の辞職により，自由民主党会派は現時点で５名に。 

その他 

▼２７日，キシニョフ控訴審は，キルトアカ市長解任に

係るレファレンダム実施に向けたイニシアティブ・グル

ープの登録を承認。 

・同イニシアティブ・グループは社会党の発議によるもので，

今後６０日間に６．５万件の署名を集める必要がある。 

２．経済 

▼２６日，市中銀行のオペレーションに係る中銀決定。 

・短期政策金利は年利９％を維持。レイ建て法定準備率を一

時的に３７％から４０％に引き上げ。兌換通貨の法定準備率

は１４％を維持。 

▼２８日，モルドバの海外銀行送金に係る世銀発表。 

・２０１６年に於ける海外からモルドバへの銀行送金額は対Ｇ

ＤＰ比２１．７％で，世界７位。 

経済協力 

▼１９日，主要１９ＮＧＯによるＥＵへの呼びかけ。 

・ＥＵによる最終承認段階にある１００百万ユーロの対モルド

バマクロ経済支援につき，より厳格な条件を付すよう要請。

具体的には，独立した司法，メディアの自由，汚職対策，政

党寄付金の見直し，政党の多元化，金融分野改革，エネル

ギー分野改革，電子入札制度，予算の透明性確保など。 

▼２０日，ＥＵによるモルドバ警察改革支援。 

・２０１６～２０年にかけて５１百万ユーロの財政支援及び６百

万ユーロの関連措置を実施。 

▼米国の２０１８年対モルドバ支援予算。（２５日報

道） 

・ホワイトハウスの提案では，対モルドバ直接支援は約４７％

削減され，１６百万ドルとなっている由。 

▼２７日，スイスは地方給水システム建設のための１

３０万ユーロの支援を発表。 

３．トランスニストリア 

▼モルドバ・ウクライナ共同国境監視に係るイグナチェ

フ「外相」発言。（１７日，２０日） 

・共同監視を「ト」全体の１３カ所に拡大するとの最近のモル

ドバのイニシアティブは非生産的であり，受け入れ不可。モ

ルドバの目的は「ト」経済主体による貿易活動全体への管轄

権を拡大することである。 

▼２７日，クラスノセルスキ「大統領」のモスクワ訪問。 

・カラーシン露外務次官と会談。モルドバ・ウクライナ共同国

境監視について協議したほか，「５＋２」会合の遅れに懸念
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を表明。 

４．その他の情勢 

▼１８日，クリコフ元ウクライナＩＣＰＯ代表の発言。 

・プラホトニュクとウクライナ最上層部は協力関係にある。そ

の証拠は，第一にウクライナ市民権を有するプラトン氏の逮

捕とモルドバへの移送，第二にウクライナ自身がエネルギ

ー危機にあるにも拘わらずプラホトニュクの弟が率いるモル

ドバ代表団との間で電力輸出契約を交渉したこと，第三にポ

ロシェンコ大統領自身が捜査の指揮を執ったプラホトニュク

の暗殺未遂事件である。 

▼１９日，モルドバ銀行を通じたマネロン・スキームの

首謀者として，イスラエル市民（Mr. Alon Katz）をモスク

ワで逮捕。 

▼２０日，プラトン氏の地裁判決。 

・詐欺とマネロンで有罪であるとして，懲役１８年及び資産８

６９百万レイの没収の判決を受けた。 

▼２７日，プラホトニュク氏暗殺未遂に係る検察発表。 

・本件の黒幕はカラマラク氏であるとしつつ，プラトン氏も関

与している可能性を示唆。実行者に対しては総額１００万ユ

ーロ以上の報酬が想定されていたとした。 

▼２７日，Ｋｒｏｌｌ社は中銀に対し，１０億ドル不正銀行

送金事件による横領資金の回収に係る戦略を提出。 

・約６００百万ドルの回収を内容とするもので，実施には１～

３年かかる見込み。 

ガガウズ自治区 

▼２０日，ドドン大統領はブラフ長官と会談。 

・大統領傘下の経済理事会・市民社会理事会，及び最高安

全保障理事会にガガウズ代表者を含めること，また議会選

挙制度改革が実現した折にはガガウズに一定議席を割り当

てることに合意。 

５．各種統計 

▼国防の現状。（１３日報道） 

・２０１７年の国防省予算は５５４百万レイで，対ＧＤＰ比０．

４％。軍人の平均月給は５，２０７レイ。 

・調査によれば，国防支出の６２％が給与，２５％がメンテナ

ンス，３％が資本投資に向けられている。 

・現在の軍備は，戦闘車両２００台，軽飛行機８機及び輸送

ヘリコプター８機，対戦車砲１００門，榴弾砲，ロケットランチ

ャーなど。戦車は保有せず。（なおトランスニストリア軍は，

戦車２０台，ミサイル発射装置１００基以上，榴弾砲３０門，装

甲車１０７台，飛行機１５機以上を有するとされる。２０１５年の

「ト」軍事予算は１８百万ユーロ。） 

▼ＩＭＦの経済予測。（１９日） 

・経済成長率：２０１７年４．５％，２０１８年３．７％。 

・ＣＰＩ：２０１７年５．５％，２０１８年５．９％。 

・失業率：２０１７年４．３％，２０１８年４．２％。 

▼世論調査。（４月２７日，公共政策研究所） 

・信頼できる機関：教会（６８％），メディア（５４），軍（４６），大

統領府（４３），市役所（４２）。信頼できない機関：議会（８２），

政党（８１），政府（７８），司法（７３），銀行（７１）。 

・信頼できる政党：社会（３８），ＰＡＳ（３８），ＤＡ（２４），我ら

（１９），共産（１７），欧州人民（１２），民主（９）。 

・信頼できる政治家:ドドン（３２），サンドゥ（１７），ウサトゥイ（１．

５），ナスタッセ（３．２），ヴォローニン（１．３）。 

・議会選挙が次の日曜だったら：社会（３３．６），ＰＡＳ（２４．

８），ＤＡ（４．６），民主（３．７），共産（３．３），我ら（３．２），欧

州人民（１．３）。 

・機会があれば国外永住を希望：２４％。 

・支持する選挙制度：比例制（３７），小選挙区制（２９），並立

制（２３）。 

・ルーマニアとの統合に関する国民投票が次の日曜だった

ら：賛成（２３），反対（５８）。 

・ＥＵとＥＡＥＵのどちらを選ぶか：ＥＵ（３９），ＥＡＥＵ（４０）。 

・ＮＡＴＯ加盟：賛成（２１），反対（５５）。 

・国語の名称：モルドバ語（６３），ルーマニア語（３４）。 

６．対日関係 

▼１９日，ソロカ県病院に対する草の根無償資金協力

案件の引き渡し式実施。 

・総額１０万４，０００ドルの医療機材を供与。 

・式典には好井大使，ソロカ県知事，ソロカ市長らが出席。 

 

（了） 


